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源
泉
所
得
税
に
関
わ
る
変
更
事
項伊

藤
　
幸
子

税
理
士

経税部
だより

Ⅰ
．
自
動
車
等
の
交
通
用
具
で
通
勤
す
る
人
が

　

受
け
る
通
勤
手
当
の
非
課
税
限
度
額
の
変
更

Ⅱ
．
復
興
特
別
所
得
税
の
源
泉
所
得
税
の

　

取
り
扱
い（
来
年
１
月
以
降
の
源
泉
徴
収
）

Ⅲ
．
給
与
等
の
収
入
金
額
が
１
５
０
０
万
円
を

　

超
え
る
場
合
の
給
与
所
得
控
除
額
の
変
更

Ⅳ
．
給
与
所
得
者
の
扶
養
控
除
等
申
告
書
・

　

保
険
料
控
除
申
告
書
の
７
年
間
保
存
義
務
化

Ⅴ
．
報
酬
な
ど
の
対
す
る
源
泉
所
得
税

１
．
制
度
の
概
要

　

自
動
車
な
ど
の
交
通
用
具

を
使
用
し
て
通
勤
す
る
給
与

所
得
者
が
支
給
を
受
け
る
通

勤
手
当
に
つ
い
て
は
、
そ
の

通
勤
の
距
離
に
応
じ
、
１
カ

月
当
た
り
一
定
の
金
額
（
以

下
「
距
離
比
例
額
」
と
い
い

ま
す
。）
ま
で
が
非
課
税
と

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
交
通
用
具
を
使
用

し
て
通
勤
す
る
給
与
所
得
者

の
う
ち
通
勤
の
距
離
が
片
道

15
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ

る
人
が
支
給
を
受
け
る
通
勤

手
当
に
つ
い
て
は
、
運
賃
相

当
額
が
距
離
比
例
額
を
超
え

る
場
合
に
は
、
運
賃
相
当
額

（
最
高
限
度
：
月
額
10
万

円
）
ま
で
が
非
課
税
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

注�

）「
運
賃
相
当
額
」
と

は
、
交
通
用
具
を
使
用

し
て
通
勤
す
る
給
与
所

得
者
が
通
勤
の
た
め
鉄

道
な
ど
の
交
通
機
関
を

利
用
し
た
と
し
た
な
ら

ば
負
担
す
る
こ
と
と
な

る
べ
き
運
賃
等
で
、
通

勤
に
必
要
な
運
賃
、
時

間
、
距
離
等
の
事
情
に

照
ら
し
最
も
経
済
的
か

つ
合
理
的
と
認
め
ら
れ

る
通
常
の
通
勤
の
経
路

及
び
方
法
に
よ
る
も
の

の
額
に
相
当
す
る
金
額

　

２
０
１
１（
平
成
23
）年
12

月
２
日
に
東
日
本
大
震
災
か

ら
の
復
興
の
た
め
の
施
策
を

実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
財

源
の
確
保
に
関
す
る
特
別
措

置
法
が
公
布
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
所
得
税
の

源
泉
徴
収
義
務
者
は
、
２
０

１
３
（
平
成
25
）
年
１
月
１

日
か
ら
２
０
１
７
（
平
成

29
）
年
12
月
31
日
ま
で
の
間

を
い
う
。

２
．
改
正
の
内
容

　

今
回
の
改
定
に
よ
り
、
運

賃
相
当
額
が
距
離
比
例
額
を

超
え
る
場
合
に
、
運
賃
相
当

額
（
最
高
限
度
：
月
額
10
万

円
）
ま
で
が
非
課
税
と
さ
れ

る
措
置
が
廃
止
さ
れ
ま
し

た
。
こ
れ
に
よ
り
、
通
勤
手

当
の
金
額
が
距
離
比
例
額
を

超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
距

離
比
例
額
を
超
え
る
金
額
に

与
所
得
の
源
泉
徴
収
税

額
表
（
月
額
表
、
日
額

表
）」、「
賞
与
に
対
す

る
源
泉
徴
収
税
額
の
算

出
率
の
表
」
及
び
「
年

末
調
整
等
の
た
め
の
給

与
所
得
控
除
後
の
給
与

　

講
演
料
や
原
稿
料
な
ど
か

ら
徴
収
さ
れ
る
源
泉
所
得
税

額
も
復
興
特
別
所
得
税
の
額

が
加
算
さ
れ
ま
す
。
例
え

ば
、
講
演
料
と
し
て
受
領
す

る
手
取
額
が
10
万
円
の
場

　

源
泉
徴
収
義
務
者
が
給
与

所
得
者
等
か
ら
提
出
を
受
け

た
扶
養
控
除
等
申
告
書
や
保

険
料
控
除
申
告
書
な
ど
に
つ

い
て
は
、
源
泉
徴
収
義
務
者

に
お
い
て
そ
の
申
告
書
の
提

出
期
限
の
属
す
る
年
の
翌
年

１
月
10
日
の
翌
日
か
ら
７
年

間
保
存
す
る
こ
と
が
法
令
に

規
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ

は
、
来
年
１
月
１
日
以
後
に

提
出
す
べ
き
申
告
書
等
に
つ

い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

注�

）
税
務
署
長
か
ら
提
出

を
求
め
ら
れ
た
場
合
に

は
、
提
出
す
る
必
要
が

あ
る
。

つ
い
て
は
課
税
の
対
象
と
な

り
ま
す
。
今
年
の
１
月
１
日

以
後
に
受
け
る
べ
き
通
勤
手

当
に
つ
い
て
す
で
に
適
用
さ

れ
て
い
ま
す
。

等
の
金
額
の
表
」
が
改

定
さ
れ
る
。
２
０
１
３

（
平
成
25
）
年
１
月
１

日
以
後
に
支
払
う
べ
き

給
与
等
に
つ
い
て
適
用

さ
れ
る
。

合
、
今
ま
で
は
源
泉
所
得
税

が
10
％
な
の
で
、
１
万
１
１

１
１
円
と
な
っ
て
い
ま
し
た

が
、
来
年
１
月
か
ら
は
図
表

５
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

１
．
制
度
の
概
要

　

給
与
所
得
の
金
額
は
、
原

則
、
そ
の
年
中
の
給
与
等
の

収
入
金
額
か
ら
給
与
所
得
控

除
額
を
控
除
し
た
残
額
と
さ

れ
て
お
り
、
給
与
所
得
控
除

額
は
、
給
与
等
の
収
入
金
額

に
応
じ
た
一
定
の
算
式
に
よ

り
算
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

２
．
改
定
の
内
容

　

給
与
等
の
収
入
金
額
が
１

５
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合

の
給
与
所
得
控
除
額
に
つ
い

て
は
、
２
４
５
万
円
の
定
額

と
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し

た
。
２
０
１
３
（
平
成
25
）

年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
適

用
さ
れ
ま
す
。

　

注�

） 

前
記
に
伴
い
、「
給

　

源
泉
徴
収
す
べ
き
復
興
特

別
所
得
税
の
額
は
、
源
泉
徴

収
す
べ
き
所
得
税
の
額
の
２

・
１
％
相
当
額
と
さ
れ
て
お

り
、
復
興
特
別
所
得
税
は
、

所
得
税
の
源
泉
徴
収
の
際
に

併
せ
て
源
泉
徴
収
す
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

実
際
に
は
、
図
表
３
の
と

お
り
、
源
泉
徴
収
の
対
象
と

な
る
支
払
金
額
等
に
対
し

て
、
所
得
税
と
復
興
特
別
所

得
税
の
合
計
税
率
を
乗
じ
て

計
算
し
た
金
額
を
徴
収
し
、

１
枚
の
所
得
税
徴
収
高
計
算

書
（
納
付
書
）
で
納
付
し
ま

す
。

　

給
与
等
に
つ
い
て
は
、

「
平
成
25
年
分
以
降
の
源
泉

徴
収
税
額
表
」
に
基
づ
き
、

所
得
税
と
復
興
特
別
所
得
税

の
合
計
額
を
徴
収
し
、
１
枚

の
所
得
税
徴
収
高
計
算
書

（
納
付
書
）
で
納
付
し
ま
す
。

　

「
平
成
25
年
分
以
後
の
源

泉
徴
収
税
額
表
」
は
、
国
税

庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ

れ
て
い
ま
す
。
税
務
署
か
ら

も
年
末
調
整
を
行
う
時
期
に

配
布
す
る
予
定
に
な
っ
て
い

ま
す
。
現
在
使
用
し
て
い
る

源
泉
徴
収
税
額
表
と
同
じ
と

思
っ
て
廃
棄
し
な
い
よ
う
に

し
て
く
だ
さ
い
。
現
在
使
用

の
税
額
表
で
来
年
１
月
以

降
、
毎
月
の
源
泉
所
得
税
を

計
算
す
る
と
、
年
末
調
整
で

従
業
員
か
ら
税
金
を
追
加
徴

収
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の

で
、
注
意
が
必
要
で
す
。

に
生
ず
る
所
得
に
つ
い
て
源

泉
所
得
税
を
徴
収
す
る
際
、

復
興
特
別
所
得
税
を
併
せ
て

徴
収
し
、
源
泉
所
得
税
の
法

定
納
期
限
ま
で
に
、
そ
の
復

興
特
別
所
得
税
を
源
泉
所
得

税
と
併
せ
て
国
に
納
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ

れ
ま
し
た
。

源
泉
徴
収
す
べ
き
所
得
税
額

及
び
復
興
特
別
所
得
税
額

図表１　自動車等で通勤する人が受ける通勤手当の
１カ月あたりの非課税限度額　　

図表４　給与収入1,000万円超の給与所得控除額

図表５　報酬などの源泉徴収税額の計算方法

図表３　源泉徴収すべき所得税及び
　復興特別所得税の額

図表２　自動車等で通勤する人が受ける通勤手当の課税関係

通勤距離片道50㎞（距離比例額24,500円）、運賃相当額30,000円、
通勤手当32,000円の場合

片道の通勤距離 １カ月当たり限度額
２キロメートル未満 （全額課税）
２キロメートル以上10キロメートル未満 4,100円
10キロメートル以上15キロメートル未満 6,500円
15キロメートル以上25キロメートル未満 11,300円
25キロメートル以上35キロメートル未満 16,100円
35キロメートル以上45キロメートル未満 20,900円
45キロメートル以上 24,500円

給与等の
収入金額

給与所得控除額
改正前 改正後

1,000万円超　
1,500万円以下 給与等の

収入金額×５％＋170万円
給与等の
収入金額×５％＋170万円

1,500万円超　 245万円

（支払金額）
100,000円÷（100－10.21）％＝111,370.976…⇒111,370円
	（税引手取額）	 （合計税率）	 （算出金額）	 （支払金額） 

（所得税及び復興特別所得税の合計額）
111,370円×10.21％＝11,370.877⇒11,370円
	（支払金額）	 （合計税率）	 （算出税額）	 （納付すべき税額）

源泉徴収すべき所得税及び復興特別所得税の額
＝支払金額等×合計税率（％）　　　　　　　
　　　　　　　合計税率（％）＝所得税率（％）× 102.1％

〔改正前〕 ⇨ 〔改正後〕

32,000円
（通勤手当の額） 2,000円が課税対象

7,500円が課税対象
30,000円

（運賃相当額）

運賃相当額
まで非課税

24,500円
（距離比例額）

距離比例額
まで非課税
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